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■  開会挨拶
特定非営利活動法人 日本医療政策機構 理事・事務局長／CEO　乗竹 亮治 氏

　「感染症領域の創薬エコシステム」は、産・学・官（民）で議論をする必要があります。
これまでのセッションにおいても、感染症領域の収益性の低さや人材育成を含めて創
薬エコシステム全体のメカニズムを構築していくことが重要であることが議論されてい
ます。日本医療政策機構は、2016年に発出した薬剤耐性（AMR）に関する提言の中で、
初めて、『プル型インセンティブ』の必要性について言及し、日本でもようやく2023年に
新規抗菌薬に対するプル型インセンティブ制度の試行的導入が始まっています。当
セッションでは、対象をプル型インセンティブだけでなく、感染症創薬全体に範囲を
広げ、どのようなエコシステムが必要かという点について、政府、アカデミア、ベン
チャーキャピタル、そして製薬企業の視点から、知見を共有していただき、議論を深
めていきたいと考えます。

2023年10月17日、「第10回 日経・FT感染症会議」にて製薬協の特別セッションを開催しました。当セッションのテーマは
「感染症領域の創薬エコシステムの構築に向けて 〜1年の振り返りと今後の取組〜」であり、2022年からの進展を踏ま
えて、感染症領域の創薬エコシステムを持続可能なものとするために必要な課題や戦略について産学官の視点から議
論が交わされました。

特別セッションの様子
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■  講演1
感染症領域の創薬エコシステム構築に向けて〜厚生労働省の立
場から
厚生労働省 感染症対策部 感染症対策課長　荒木 裕人 氏

　政府では、感染症領域に関する政策としてワクチン開発・生産体制強化戦略を進め
ています（図1）。本戦略は感染症領域における人材・産学連携の不足、戦略的な研究
費配分の不足等の課題とそれら課題を補うための9つの政策を基本とします。現状、
本戦略はワクチンに特化したものですが、創薬エコシステム構築のための重要な要素
ならびに課題を含んでおり、感染症創薬全体についても活用できるものと考えていま
す。世界トップレベル研究開発拠点の形成、ファンディングの改善、創薬ベンチャー
の育成、さらには治験環境の充実等を含む内容となっています。

　医薬品産業全体では、経済安全保障の観点からワクチン・感染症治療薬の開発・生産体制強化が課題となっています。「医
薬品産業ビジョン2021」において、ワクチンや治療薬（AMR含む）の収益性や予見性の確保が述べられており、予見性の確
保に対応して、2023年度からAMRに対するプル型インセンティブ事業を開始しています。
　また、アカデミアと企業をつなぐため、厚生労働省では医療系ベンチャー・トータルサポート事業の総合ポータルサイト

（Medical Innovation Support Office、MEDISO）を立ち上げ、経済産業省のInnoHub（Healthcare Innovation Hub）や、独
立行政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）等とも連携し、医療系ベ
ンチャー企業の研究開発に係る相談全般に対するワンストップ窓口として機能しています（図2）。

ワワククチチンンをを国国内内でで開開発発・・生生産産出出来来るる力力をを持持つつここととはは、、国国民民のの健健康康保保持持へへのの寄寄与与ははももととよよりり、、外外交交やや安安全全保保障障のの観観点点かかららもも極極めめてて重重要要
今回のパンデミックを契機に、我が国においてワクチン開発を滞らせた要因を明らかにし、解決に向けて国を挙げて取り組むため、政府

が一体となって必要な体制を再構築し、長長期期継継続続的的にに取取りり組組むむ国国家家戦戦略略としてまとめたもの

ワクチン開発・生産体制強化戦略（概要）

• 最最新新ののワワククチチンン開開発発がが可可能能なな

研研究究機機関関のの機機能能、、人人材材、、産産学学連連

携携のの不不足足

• ワワククチチンン開開発発へへのの戦戦略略的的なな研研

究究費費配配分分のの不不足足

• 輸輸入入ワワククチチンンをを含含めめ迅迅速速でで予予見見

可可能能性性をを高高めめるる薬薬事事承承認認のの在在

りり方方等等

• 特特にに第第ⅢⅢ相相試試験験ををめめぐぐるる治治験験

実実施施のの困困難難性性

• ワワククチチンン製製造造設設備備投投資資ののリリススクク

• シシーーズズ開開発発ややそそれれをを実実用用化化にに

結結びび付付けけるるベベンンチチャャーー企企業業、、リリ

ススククママネネーー供供給給主主体体のの不不足足

• ワワククチチンン開開発発・・生生産産をを担担うう国国内内

産産業業のの脆脆弱弱性性

• 企企業業にによよるる研研究究開開発発投投資資のの回回

収収見見通通ししのの困困難難性性

①①世世界界トトッッププレレベベルルのの研研究究開開発発拠拠点点形形成成<<フフララッッググシシッッププ拠拠点点をを形形成成>>
• ワクチン開発の拠点を形成、臨床及び産業界と連携し、分野横断的な研究や、新規モダリティを活用

②②戦戦略略性性をを持持っったた研研究究費費ののフファァンンデディィンンググ機機能能のの強強化化〈〈先先進進的的研研究究開開発発セセンンタターーををAAMMEEDDにに新新設設・・機機能能強強
化化〉〉

• 産業界の研究開発状況、国内外の新規モダリティ動向を踏まえ、ワクチン実用化に向け政府と一体と
なって戦略的な研究費配分を行う体制をAMEDに新設

③③治治験験環環境境のの整整備備・・拡拡充充<<国国内内外外治治験験のの充充実実・・迅迅速速化化>>
• 臨床研究中核病院の緊急時治験の要件化や治験病床等の平時からの確保
• アジア地域の臨床研究・治験ネットワークを充実

④④薬薬事事承承認認ププロロセセススのの迅迅速速化化とと基基準準整整備備
• 新たな感染症に備えて、あらかじめ臨床試験の枠組みに関する手順を作成
• 緊急事態に使用を認めるための制度の在り方を検討

⑤⑤ワワククチチンン製製造造拠拠点点のの整整備備<<平平時時ににもも緊緊急急時時ににもも活活用用ででききるる製製造造設設備備のの整整備備>>
• ワクチンとバイオ医薬品の両用性（デュアルユース設備）とする施設整備、改修支援

⑥⑥創創薬薬ベベンンチチャャーーのの育育成成<<創創薬薬ベベンンチチャャーーエエココシシスステテムム全全体体のの底底上上げげ>>
• 創薬ベンチャーにとって特にリスクの大きな第Ⅱ相試験までの実用化開発支援等

⑦⑦ワワククチチンン開開発発・・製製造造産産業業のの育育成成・・振振興興
• 新たな感染症発生時の国によるワクチン買上げなど国内でのワクチン供給が円滑に進むよう検討、
国際的枠組みを通じた世界的供給やODAの活用等を検討 

• ワクチンの開発企業支援、原材料の国産化、備蓄等を担う体制を厚生労働省に構築

⑧⑧国国際際協協調調のの推推進進
• ワクチン開発、供給、薬事承認の規制調和の国際的合意形成、ＣＯＶＡＸ等への貢献

⑨⑨ワワククチチンン開開発発のの前前提提ととししててののモモニニタタリリンンググ体体制制のの強強化化

以上を実現するため研究開発を超えた総合的な司令塔機能や関係閣僚での議論の場を構築すべき

• 第Ⅲ相試験の被験者確保の困難性等に対応するため、薬事承認はICMRA（薬事規制当局国際連携組織）の議論を踏まえ、コンセンサ
スを先取りし、検証試験を開始・速やかに完了できるよう強力に支援

• 国産ワクチンの検証試験加速のため、臨床研究中核病院の機能拡充に加え、臨床試験受託機関等も活用 等

研研究究開開発発・・生生産産体体制制等等のの課課題題 ワワククチチンンのの迅迅速速なな開開発発・・供供給給をを可可能能ににすするる体体制制のの構構築築ののたためめにに必必要要なな政政策策

喫喫緊緊のの新新型型ココロロナナウウイイルルスス感感染染症症へへのの対対応応

図1　ワクチン開発生産体制強化戦略

「 第 1 0 回  日 経・F T 感 染 症 会 議 」にて特 別 セッションを 開 催
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　感染症領域の治験環境の整備やネットワーク 化については、新興・再興感染症データバンク事業ナショナル・リポジトリ
(REpository of Data and Biospecimen of INfectious Disease、REBIND）があり、その活用を検討しています。感染症に罹患
した際に患者さんが最初に受診される感染症指定医療機関にこのネットワークに入っていただき治験環境の整備につなげた
いと考えています。

■  講演2
アカデミアにおける感染症領域の創薬の現状と期待
藤田医科大学医学部 微生物学講座・感染症科 教授　土井 洋平 氏

　20世紀に入ってから薬剤耐性菌が増加しており、特にカルバペネム系抗菌薬に耐性
を示す感染症が問題となっています。こうした耐性菌に対して新たな抗菌薬の使用に
よって有意に患者死亡率を低下させる事例も報告されています。抗菌薬は、1つの薬
剤でこれだけの救命やインパクトがある医薬品として「新しい抗菌薬は命を救う」という
大きな期待があります。一方、抗菌薬市場は困難な状況に直面しています。抗腫瘍
薬の市場は投資額が年々増加しているのに対して、感染症市場の動きはほとんどなく、
その市場規模も極めて小さいのです（図3）。

医療系ベンチャー・トータルサポート事業（M E D I S O）

専用ポータルサイト

 MEDISO（MEDical Innovation Support Office）とは、医薬品・医療機器等について、アカデミアやベンチャー企業が有するシーズを実用化
につなげるために、研究開発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に総合的な支援を行うための事業。

 医療系ベンチャー企業等にアドバイスを行うメンターとなる人材（以下、サポーターと称する）と各ベンチャー企業のニーズに応じたマッチングの推進には、ベ
ンチャー育成のためのエコシステムの確立に向けて大変重要であり、MEDISOでは、多様な分野の専門家を「サポーター」として登録している。

 相談案件は常勤サポーターが精査し、より専門性が高い相談については非常勤サポーターとの面談設定やマッチングを行い、支援計画作成、VC等への
プレゼン資料作成支援等、多様な相談に対してワンストップで支援を実施。

 さらに、有望なシーズに対しては、知財調査や市場性調査（フィージビリティスタディ）、大企業やアカデミアの人材をベンチャーに派遣するハンズオンマッチ
ング等により、シーズの実用化を見据えた総合的な支援を実施。

MEDISO 事務局
相談受付

専用ポータルサイト
「MEDISO」を通じ
て相談を受付
（電話・メールも活用）

相談受付、
情報提供等

常勤サポーターによ
る相談内容精査

支援対象となるベ
ンチャー企業等

医医療療ベベンンチチャャーー・・相相談談業業務 情情報報共共有有ツツーールル

戻る

検検索索・・出出力力

事業者

事業者

相談日付

相談種別

相談内容

相談種別

・・・

検索

検索結果一覧

事事業業者者 相相談談日日付付 相相談談種種別別 相相談談内内容容

相談情報 事業者情報 対象製品情報 専門家情報 支援情報 共同研究者情報

●相談情報 〇進捗状況

CSV出力 フォーム出力

相談カルテに
整理

サポーター面談、
マッチング

非常勤サポーター（法規制対応、
マーケティング、事業計画、資金
調達、経営戦略、知財戦略、国
際展開等の専門家）

事務局の機能
 相談受付、内容の精査
 支援計画作成、面談設定、マッチ
ング、プレゼン資料作成支援

 有望なシーズに対する市場調査、
知財調査等

 ハンズオンマッチングに関する調整

相談

情報提供

支援対象
発掘

総合的な
支援 ベンチャー企業等に対しワンストップで総合的な支援を実施

プレゼン資料
作成支援

ケースによ
り面談等に
対応

https://mediso.mhlw.go.jp/

経済産業省「InnoHub」、 PMDA、AMED、医療機器開発支援ネットワーク（MEDIC）等とも連携

MEDISO事務局における相談対応・総合的支援の概要

オンラインでの
面談も実施

図2　医療系ベンチャー・トータルサポート事業：MEDISO

「 第 1 0 回  日 経・F T 感 染 症 会 議 」にて特 別 セッションを 開 催
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　このような状況でアカデミアが果たす役割について、私自身が微生物学という立場で創薬の入り口に関与した事例を2つ
紹介します。

事例1
　ホスホマイシンは古くから使用されている薬剤です。近年、同薬剤を不活化し、耐性を示す細菌が増えてきています。そ
こでこの不活化酵素を阻害・抑制することで再度ホスホマイシンを活用できると考え、研究を行いました。その結果、特異的
にこの酵素を阻害する化合物を発見し、現在、国際特許になっています。一方、本研究を進めるためには化合物の大量合
成や構造の最適化等に追加での研究費が必要でした。そこで米国国立衛生研究所（National Institutes of Health、NIH）や
CARB-Xに相談したのですが、起業を求められる等、支援のハードルが高く、それ以上前進しませんでした。その後、中小
企業の技術力を促進するプログラム（Small Business Technology Transfer、STTR）から支援を受けることができ、現在は研
究が進められています。米国の裾野の広さ を実感しました（図4）。

しかし抗菌薬の市場は困難に直面

 抗菌薬の開発プログラムへのベンチャー
投資は抗腫瘍薬の約1/30

 その差は開き続けている
 このような逆風の中でアカデミアが果た
すべき役割とは

Dr. John Rex. AMR.Solutions

図3　抗菌薬の市場推移について

「 第 1 0 回  日 経・F T 感 染 症 会 議 」にて特 別 セッションを 開 催
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事例2
　1990年代に米国ピッツバーグ大学のHIV研究者がある抗菌ペプチドを発見しました。当時はさまざまな事情でそれ以上の
展開はなされませんでした。その後、私自身がその抗菌ペプチドについて興味を持ち、AMR 菌を対象とした評価を実施しま
した。その結果、AMRに対する有効性が確認され、当時の研究チームメンバーによってAMR創薬ベンチャーが設立されま
した。現在、人工関節感染症への局所投与といった適応で100億円近くの資金を集め第Ib相試験に進んでいます。今後の当
該化合物の開発の進展に大変興味を持っています（図5）。

米国で経験した創薬研究＃１

 ホスホマイシン
 細胞壁合成に必須のMurAを標的とし広域ス
ペクトラムを持つが、大腸菌以外のグラム陰
性桿菌ではFosAにより不活化される
 HTSライブラリーよりFosAを特異的に阻害
する化合物を同定
 ホスホマイシンとの組み合わせで増殖を抑制
 特許出願

Tomich AD, et al. Antimicrob Agents Chemother. 2019 Feb 26;63(3):e01524-18

図4　事例1

米国で経験した創薬研究＃2

 チームのポスドクが、専業でベンチャーを立ち上
げることを決意
 ペプチドWLBU2の人工関節感染症への局所投与で
の適応取得を目指し、この10年間でUSD66Mを集
め開発を継続中
 2023年９月に第IB相試験のポジティブデータをリ
リース

図5　事例2
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　これらの経験を通して、アカデミアの強みは、リスクを過剰に懸念せず多様なアイディアを研究として追求できることにあ
るといえます。一方、アカデミア研究から実用化に向けてギャップが存在することも事実です。資金面も重要ですが、アカ
デミアにおいては企業やMEDISO等から製薬やビジネスの観点でアドバイスを享受することが重要です。今回、このような
機会を通してアカデミアから企業へどのようにバトンを渡していくかについて議論を進めていきたいと思います。

■  講演3
創薬ベンチャー立ち上げ・育成の現状と課題
株式会社東京大学エッジキャピタルパートナーズ（UTEC） 取締役・パートナー　宇佐美 篤 氏

　ベンチャーキャピタルの立場から、ベンチャー立ち上げと育成の現状と課題について
（1）立ち上げに係る要件、（2）ハンズオン支援の内容、（3）課題認識の3つの点について

お話しします。
　立ち上げに係る要件のポイントは、A. 優れたサイエンステクノロジーを持つこと、B. 
製品開発を力強く推進できる強力なチームを有すること、C. グローバルな視点を有し
人類規模の大きな課題に対しての解決策を提示できる事業を行っていること、です（図
6）。創薬ベンチャー立ち上げにあたってはPhase 2試験の結果取得までのリスクをい
かに低減させるかが重要な課題であり、また、1. 事業化の起点・タイミング、2. 少数
精鋭のチーム、株主構成、資本政策、3. 知財化と論文・学会発表（のタイミング）については特に注意が必要です（図7）。

The University of Tokyo Edge Capital Partners Co., Ltd. 
All rights reserved.

優優れれたた 強強力力ななチチーームム ググロローーババルルなな市市場場やや課課題題

▪ 軸となる東京大学に加え、
全国の大学、研究機関、企
業、政府と連携し、インパク
トのある技術をソーシング

▪ 必要に応じて組織を超えた
テクノロジーロールアップを
リード

▪ テクノロジーを活かした事
業を強力に推進できるプロ
フェッショナルマネジメント
を重視

▪ 加えて製品開発・オペレー
ション・管理面においても
強力な人材を、最適のタイ
ミングで紹介

▪ 設立当初からグローバル
市場を視野に入れた
ベンチャーに注力

▪ グローバル・全人類的な
課題に応えるベンチャーへ
注力

A B C

優優れれたたScience/Technology 、、強強力力ななチチーームムをを備備ええ、、ググロローーババルルなな市市場場やや課課題題にに応応ええるる企企業業へへのの投投資資がが、、
大大ききなな成成果果をを生生みみ出出すす。。投投資資時時点点・・投投資資後後ににそそののよよううなな条条件件をを備備ええるるよよううにに支支援援

“take pain”“unfair advantage” “industrial expert”

UTECががベベンンチチャャーー投投資資ににああたたっってて重重視視すするる3つつのの視視点点

図6　投資にあたって重視する3つの視点

「 第 1 0 回  日 経・F T 感 染 症 会 議 」にて特 別 セッションを 開 催

Top News｜トップニュース



JPMA NEWS LETTER 2024  No. 219   Top News｜トップニュース   「第10回 日経・FT感染症会議」にて特別セッションを開催 7/10

   2024年1月号　No.219
J P M A  N E W S  L E T T E R

　弊社では、技術シーズの各フェーズに応じた多面的な支援を行っており、経営面、技術開発面、薬事規制面においても
グローバルでの経験がある専門性の高いメンバーを配しています。
　感染症領域における創薬ベンチャーの課題は、資金調達に加え企業との事業提携が難しい点にあります。これらに対する
対策として、1. シーズのプラットフォーム性：化合物1つではなく複数のパイプラインを構築し、がん等の他疾患領域への展
開を見据えた開発を行う、2. 出口イメージができる経験者の介入：基礎研究と製品開発とは別物であるため、早い段階か
らチーフサイエンティフィックオフィサー等の経験者に入ってもらう、3. 多様な資金調達手段を確保する：さまざまなベン
チャーキャピタルや投資家にコンタクトを取り、かつプッシュ／プル型インセンティブの開発支援制度を活用すること、が挙
げられます。これら3つを実施できれば感染症領域における創薬ベンチャーの課題を乗り越えられるものと認識しています

（図8）。

The University of Tokyo Edge Capital Partners Co., Ltd. 
All rights reserved.

Inflection pointととななるるPhase 2試試験験のの結結果果取取得得
ままででののリリススククををいいかかにに低低減減ささせせるるかか

「「創創薬薬」」ベベンンチチャャーー立立ちち上上げげににああたたっってて重重視視すするる点点

創創薬薬ベベンンチチャャーーゆゆええのの視視点点

事事後後のの修修正正がが難難ししいい以以下下のの3点点ににはは特特にに注注意意

立立ちち上上げげ時時ゆゆええのの視視点点

➢ 事業化の起点
（タイミング、橋頭保マーケット）

➢ 少数精鋭のチーム
株主構成・資本政策

➢ 知財化と論文・学会発表

https://www.pharmagellan.com/blog/clinical-pos

図7　立ち上げにあたって重視する点
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■  講演4
感染症領域の創薬エコシステム構築に向けた提言
製薬協　上野 裕明 会長

　新型コロナウイルス感染症（COVID-19）パンデミックが発生して3年半が経過し、こ
の間にいくつかのワクチンや治療薬が実用化されてきました。デジタル技術も大きく
発展し、新しい生活様式・仕事のあり方が可能になりました。一方、現在もCOVID-19
の変異株やインフルエンザ感染症等の感染が拡大しています。改めてこのCOVID-19
のコロナ禍の学びを忘れず、平時からの備え・有事の際に瞬発力を発揮できるよう次
の感染症に備えることが重要です。いくつかのワクチンや治療薬が実用化されました
が、そこに至らなかったものも含めてさまざまなモダリティの開発が進められており、
創薬の引き出しが増えたことも重要です。
　科学的・経済的な予見性が低い感染症領域で創薬を行うためには、企業としてどのような支援ができるかという視点で創
薬エコシステムを考えなければなりません。また、感染症領域におけるプレーヤーが減っている中で、将来の有事に備える
ため、平時からの創薬コミュニティの形成が重要です。
　創薬段階におけるコミュニティにおいては、アカデミア・スタートアップに関しては、平時における情報や技術のプールと
ともにそれらが有事において活用できるかどうかが重要です。ベンチャーキャピタルに関してはそのファンディングやハンズ
オン支援に際して、ベンチャーの有するシーズに対する目利き力が重要となります。
　実用化段階におけるコミュニティにおいては、ベンチャーと製薬企業との提携が重要であり、連携して世に医薬品を届け
ることが必要です。予見性の低い感染症領域において創薬を実現するためには、これらコミュニティに対するプッシュ型イ
ンセンティブと出口に対するプル型のインセンティブが不可欠です（図9）。

The University of Tokyo Edge Capital Partners Co., Ltd. 
All rights reserved.

感感染染症症創創薬薬ベベンンチチャャーー支支援援ににおおけけるる課課題題とと3つつのの重重要要なな視視点点

① シーズのプラットフォーム性
✓ 複数の開発パイプラインを構築（化合物1本足にならない）
✓ 感染症以外のがん等の他疾患領域への展開可能性

② 専門家人材による社内外グローバルチーム組成、将来提携候補先との関係構築
✓ 製薬メーカでの開発経験豊富なCSO、CMOが参画（基礎研究と製品開発とは別物）
✓ 多様なグローバルKOLとの関係構築、インプットを踏まえた開発戦略立案
✓ 将来提携候補先の製薬企業との中期的な視点での関係構築、インプットを踏まえた開発遂行・協議

③ 多様な資金調達手段の確保
✓ Push/Pull incentiveとしての開発支援制度へのアプローチ(CARB-X、GARDP、Biodefence等)
✓ 老舗VC以外の社会課題解決意識の高いＶＣ・エンジェル投資家へのコンタクト

感感染染症症領領域域のの創創薬薬ベベンンチチャャーーははVC・・Pharmaかかららのの資資金金調調達達・・提提携携のの難難易易度度がが高高いいとと言言わわれれるるここととががああるる。。
ここののよよううなな状状況況下下でで、、自自ららのの経経験験ををももととにに重重要要とと考考ええるる視視点点はは以以下下のの3点点

図8　ベンチャー支援における課題と3つの重要な視点
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　創薬エコシステムの各プレーヤーの役割としては、政府は司令塔機能の強化と感染症創薬推進の制度設計、アカデミア
は新たな創薬シーズの獲得、ベンチャーキャピタルはスタートアップに対する投資とハンズオン支援、スタートアップは製薬
企業への橋渡し研究の実施、製薬企業は実用化に向けてスタートアップと連携の加速が必要であると考えています。また、
創薬エコシステムを支える人材育成もそれぞれのプレーヤーにおける共通の役割として挙げられます（図10）。

科学的・経済的予見性向上を踏まえた
「感染症創薬エコシステム」に重要な要素

製造販売

アカデミア

感染症領域の創薬エコシステム

スタートアップ

申請開発フェーズ（最適化・非臨床・臨床試験）創薬フェーズ

製薬企業

政府/PMDA
ハンズオン支援（経済的支援・制度設計・環境整備）

科学的予見性 経済的予見性

AMED
V
C

アカデミア

スタートアップAMED
V
CCC

感染症領域のコミュニティを中心とした有望テーマの発掘とスタートアップ化
実用化へ向けたハンズオン支援とインセンティブが不可欠

Push型
インセンティブ

最新の感染症・
技術情報収集

目利きと機動的
ファンディング

Pull型
インセンティブ

感染症領域の
コミュニティ醸成

平時：安全性・一定の有効性を確認し実用化前段階で技術をストック
有事：適切な組み合わせにより、短期間でパンデミックに対応

図9　感染症創薬エコシステムに重要な要素

「感染症創薬エコシステム」に必要な各プレーヤーのアクション

 アカデミア
 AMED・SCARDA  製薬企業 スタートアップ

ベンチャーキャピタル 

 平時における創薬司令塔機能強化と、有事における速やかな機能発揮

 予見性を高める制度設計（プッシュ型・プル型インセンティブと人材育成支援）

政府

「平時からの備え」 と 「有事の瞬発力」

 スタートアップからのシーズ実用化
 スタートアップ支援（資金＋in kind：

AMR Action Fund等）
 企業間連携（学びの共有）
 スタートアップとの連携加速
 速やかなリポジショニングと生産体制の拡充

 アカデミアの研究を実用化へと導
くための企業への橋渡し研究

 製薬企業との連携加速
 ベンチャーエコシステム強化事業
の着実な遂行

 戦略的投資とハンズオン支援

 新たな創薬シーズの獲得
 感染症研究の高度人材育成
 グローバルなモニタリング機能
 シンクタンク機能と
戦略的なファンディング

図10　感染症創薬エコシステムにおける各プレーヤーの役割
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　「平時からの備え」と「有事の瞬発力」を機能させるために、政府の司令塔機能の発揮、予見性を高めるためのインセンティ
ブ、感染症創薬のエコシステムの強化をトライアングルに結び付けて、今後の感染症に備えていくことが重要と考えていま
す。

■  パネルディスカッション
モデレーター 乗竹 亮治 氏 

パネリスト  荒木 裕人 氏、土井 洋平 氏、宇佐美 篤 氏、上野 裕明 会長

乗竹氏　感染症創薬のコミュニティを産・学・官（民）でどのように作っていくかという課題についてうかがいたい。
土井氏　アカデミア内でも相互理解が不十分な面があるため、まず自助努力は必要です。そのうえで、アカデミアは引き出
しを増やすという点で貢献でき、増えた引き出しを感染症創薬のコミュニティにプールします。ヒット化合物の最適化や前臨
床の入り口で停滞している研究も少なくないと想定されるため、出口に向けて伴走支援を受けることができるようなシステム
が必要と考えます。
宇佐美氏　開発品の出口を見据えて、初期段階から適切な形で研究開発のサポートを行うことは重要です。出口側に関して
は、人材の流動性を高める必要があります。国内でも兼業等で活発化をしてきていますが、創薬経験者が支援することが大
事です。人と人、会社と会社をつなげることがベンチャーキャピタルの大切な役割の一つではないかと考えます。
荒木氏　伴走型支援については、MEDISOが1つの形です。人材の流動性という点では、MEDISOの職員に企業で経験を積
んだ方もいます。ベンチャーキャピタルについては、まだ日本で進んでいない部分もあるため、国としてもバックアップでき
るような伴走支援のあり方というものを模索していきたいと考えます。
上野氏　1つは、感染症に限らず日本の創薬力強化を考えたときにスタートアップの強化が重要です。製薬企業で経験を積
んだ人材を流動化させてともに取り組んでいくといった人材支援が可能と考えています。また、新規上場（IPO）やファンディ
ングといった支援に加え、製品を協働して開発するといったことも可能と考えています。特に人材支援は業界としてすぐに協
力できる部分である。若い人材にも感染症に興味を持ってもらい、さまざまな技術も蓄積しながら裾野を広げたコミュニティ
作りが重要です。
乗竹氏　感染症エコシステムを議論する際に、経済的予見性を高めることが困難であると認識しています。ベンチャーキャ
ピタルの目線からコメントをいただきたいと思います。
宇佐美氏　プル型インセンティブの制度設計が非常に重要であり、米国ではPASTEUR Actが議論されているところです。世
界的にはスタートアップの支援について丁寧に各所で議論し、各国歩調を合わせて取り組みを進めてきた経緯があります。
また、ベンチャーキャピタルとしての出口としてのM&Aやライセンス等に対してインプットを含めて支援がなされていること
は非常に大事です。国内では入り口の部分は支援が充実してきているが、出口側はIPOやM&A事例が年間数例となっており、
規模も小さい。こうした出口環境を変えていく枠組みが重要です。
乗竹氏　産学官の連携や伴走支援というものは、言うは易く行うは難しですが、当セッションで感染症領域にはどのような
伴走支援が必要であるか、ベンチャーキャピタルからどのようなことができるのかについて議論することができました。アカ
デミアに関してはどのような視点で創薬のトランスレーショナル・リサーチができるかという点について非常に具体的な話が
できたと考えます。今回の議論の内容をぜひ、感染症創薬に活かしていただきたいと思います。

（国際委員会 日経・FT感染症会議タスクフォース　粟村 眞一朗、飯塚 直子、酒井 俊明、福田 秀行、森本 恵史）
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